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
平
成
21
年
度
各
会
計
の
決
算
状
況

各会計の決算

会　計　名 歳　入 うち一般会計繰入金 歳　出

一 般 会 計 504億2328万円 － 491億5876万円

特

　

別

　

会

　

計

公共用地先行取得事業 26億4548万円 9億2018万円 26億4548万円

駐 車 場 事 業 2億4339万円 1億1048万円 2億4305万円

国 民 健 康 保 険 144億9041万円 9億9930万円 144億8407万円

老 人 保 健 3417万円 － 3249万円

後期高齢者医療 11億1850万円 1億9966万円 11億1343万円

介 護 保 険 69億5420万円 10億8850万円 69億3853万円

下 水 道 事 業 56億2996万円 21億8400万円 56億 825万円

公設地方卸売市場事業 4億4660万円 2億2782万円 4億4476万円

農業集落排水事業 1億 415万円 4000万円 1億 395万円

土浦駅前北地区市街地再開発事業 2422万円 390万円 2418万円

計 821億1436万円 57億7384万円 807億9695万円

●地方交付税は、法人市民税収入の補填などにより前

年度比75.3％の大幅増加

●国庫支出金は、定額給付金や臨時交付金により前年

度比99.0％の大幅増加

●市債は、普通交付税を補填する臨時財政対策債の発

行により増加

※人　口：14万3958人

　世帯数：５万5975世帯

（平成21年４月１日現在）

※市民の負担状況の算定には、市

税を充当していない市債借換債、

公社貸付を除いています。

市民負担状況 市税負担額
行　政　経　費

一般会計 特別会計 合　計

市民１人当たり 15万9419円 31万2970円 21万8209円 53万1179円

１世帯当たり 40万9999円 80万4906円 56万1197円 136万6103円

人件費
94億8852万円
　　（19.3％）

扶助費
69億1520万円
　　（14.1％）

扶助費
69億1520万円
　　（14.1％）

補助費等
54億8846万円
　　（11.2％）

投資的経費
44億1716万円（9.0％）

:義務的経費

:物件費補助費的経費

:投資的経費
人件費
94億8852万円
　　（19.3％）

物件費
56億6353万円
　　（11.5％）

貸付金等
50億5317万円
　  （10.2％）

公債費
55億4176万円
　　（11.3％）

公債費
55億4176万円
　　（11.3％）繰出金

65億9096万円（13.4％）

歳　出
(性質別)

491億5876万円

◆一般会計の性質別決算

◆一般会計の決算

　◆市民の負担状況

歳　入

504億2328万円

歳　出
(目的別)

491億5876万円

市税
229億4967万円

（45.5％）

民生費
127億2241万円

（25.9％）

総務費
85億1211万円

（17.3％）

市税
229億4967万円

（45.5％）

国庫支出金
69億3074万円（13.8％）

市債
39億5650万円（7.9％）

諸収入
48億8821万円（9.7％）

地方交付税
22億3444万円（4.4％）

地方消費税交付金
15億2528万円（3.0％）

使用料手数料 11億 864万円（2.2％）

繰入金 13億4748万円（2.7％）

県支出金
21億7756万円（4.3％）

その他
33億 476万円（6.5％）

民生費
127億2241万円
（25.9％）

総務費
85億1211万円
（17.3％）

土木費 66億2068万円（13.4％）

公債費
55億4233万円（11.3％）

教育費
51億7857万円（10.5％）

諸支出金
36億9246万円
（7.5％）

衛生費
27億 901万円（5.5％）

消防費 18億5900万円（3.8％）

農林水産業費 11億7497万円（2.4％）

商工費 ７億7780万円（1.6％） 議会費 ３億2783万円（0.7％）

（　）内は構成比 

災害復旧費 4159万円（0.1％）

●総務費は、定額給付金事業などにより前年度比41.2％の大幅

増加

●非常勤職員の任用改善に伴い、非常勤職員給与を物件費の賃

金から人件費の報酬へ振り替えたため、人件費が6.8％の増

加、物件費が11.0％の減少

●扶助費は、自立支援給付や生活保護費などにより5.9％の増加

企業会計（水道事業会計）の決算

区　　分 予算現額 決算額 執行率

収益的収支
収入 36億4120万円 36億 479万円 99.0％

支出 33億5735万円 32億1641万円 95.8％

資本的収支
収入 12億7732万円 11億9917万円 93.9％

支出 26億6951万円 24億 568万円 90.1％

※収支不足額は、損益勘定留保資金、減債積立金などで補
ほ て ん

填しました。
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カレーフェスティバルの開催、オリジナルカレーの普及、新

名物料理の創出

観光パンフレット（歳時記）の作

　成

観光戦略推進会議の開催

小町の里整備基本構想の策定

全国花火競技大会の開催

≪土木費≫
道路の拡幅改良、舗装工事および交通安全施設工事

新町橋人道橋の橋梁工事、橋梁の点検調査

都市下水路、小規模排水路の整備

バリアフリー特定事業計画の策定

障害者対応エレベーターの整備（土浦駅西口）

ＪＲ常磐線３駅の発車メロディ

のオリジナル化

宍塚大岩田線の一部４車線化

朝日トンネル取付道路の整備

公園遊具の安全点検調査に基づ

く遊具の一斉更新・改修

≪消防費≫
消防ポンプ車、高規格救急車の更新

公共施設（22か所）へのＡＥＤ配備

救命講習の実施

≪教育費≫
小・中学校への外国語指導助手（ＡＬＴ）配置

スクールガードリーダー（警察官ＯＢなど）による防犯パト

ロールの実施

中学１年生を対象とした宿泊体験学習の実施

小学校の体育館・校舎などの耐震補強工事、大規模改造設計

の実施

いくぶん幼稚園の園庭芝生化

児童クラブ室の新築・改修

かすみがうらマラソン兼国際

　盲人マラソンかすみがうら大

　会の開催

≪総務費≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

みんなで協働のまちづくりシンポジウム、地区別ワーク

ショップ、ＮＰＯセミナーの開催

防犯ステーションまちばん荒川沖の開設

神立駅周辺への防犯カメラ設置

デジタル同報系防災行政無線施

　設の整備

土砂災害ハザードマップの作成

土浦市住宅公社の解散

≪民生費≫
土浦市障害者計画の策定

つちうら新こどもプランの策定

のりあいタクシー利用者への年会費一部助成

重度障害者や一人暮らし老人などを対象にした住宅用火災

警報器の設置

≪衛生費≫
Ｈｉｂワクチン接種費用の助成

妊婦健康診査の公費負担回数の

拡充

廃蛍光管の排出体制の整備

電気自動車の導入

地球温暖化防止行動計画の策定

≪農林水産業費≫
バイオマスタウン構想の策定

新治地区都市と農村の交流事業推進協議会の設立

中村西根市民農園の開設

新治地区の農道整備工事

手野・坂田地区のほ場整備

≪商工費≫
プレミア付き商品券の発行補助

緊急雇用対策による雇用促進

まちづくり活性化バス「キララ

　ちゃん」の運行支援

まちなか元気市の開催

まちなか賑わいパラソル・彩り事業などの展開

◆土浦市の１年間の歳入を月30万円の収入がある家計に例えると…

給料・諸手当
（市税等） 185

親からの援助
（交付税等） 90

食費
（人件費） 62

子どもへの
仕送り

（繰出金） 47

医療費・保育料
（扶助費） 46

支　出
月29万2000円
翌月へ８千円繰越

収　入
月30万円

食費
（人件費） 61

光熱水費・通信費・
雑貨費など（物件費） 37

子どもへの
仕送り

（繰出金） 43

医療費・保育料
（扶助費） 45

ローン返済
（公債費） 33

家電などの買い替え
（普通建設事業費） 29

家の修理（維持補修費） 5

翌月への繰越（繰越金） 8

町内会費
（補助費等） 35

貯金（積立金） 3 友人への貸し付け
　　　（貸付金） 1

給料・諸手当
（市税等） 162

親からの援助
（交付税等） 90

ローン
（市債） 23

貯金繰入 9

雑入 9
前月からの繰越 7

（単位：千円）

町内会費
（補助費等） 35

※市の年間決算額を一月の家計におきかえてみましたが、単純比較は困難ですので、あくまでも目安としてください。

※借換債、公社貸付については、収入・支出から除いています。

まちなか元気市
かすみがうらマラソン
　兼国際盲人マラソンかすみがうら大会

防犯ステーションまちばん荒川沖

土浦全国花火競技大会
（ワイドスターマイン）

◆21年度の主な事業概要

電気自動車

ＪＲ常磐線３駅の
　発車メロディのオリジナル化
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◆市有財産の状況

※世界同時不況の影響などによる企業業績の悪化で法人市民税の落ち込みが大きく、前年度比12億5363万円、35.9％の大

幅な減となっており、市税総額では、個人市民税の落ち込みなどもあり、15億5720万円、6.4％の減となっています。

◆市税収入の推移

84億8998万円

97億1856万円

34億8959万円

15億2373万円

12億8501万円

83億7981万円

96億1575万円

43億3475万円

15億1247万円

13億2856万円

70億4563万円

93億3601万円

38億6910万円

15億 675万円

13億3848万円

62億6984万円

89億6627万円

26億 923万円

15億7475万円

12億3513万円

250

200

150

100

50

0
平成20年度 平成21年度平成17年度 平成18年度 平成19年度

245億 687万円

84億8998万円

97億1856万円

34億8959万円

15億2373万円

12億8501万円

251億7134万円

83億7981万円

96億1575万円

43億3475万円

15億1247万円

13億2856万円

230億9597万円

70億4563万円

93億3601万円

38億6910万円

15億 675万円

13億3848万円

206億5522万円

62億6984万円

89億6627万円

26億 923万円

15億7475万円

12億3513万円

（億円）

83億5483万円

95億9958万円

22億3596万円

15億2251万円

12億3679万円

229億4967万円

83億5483万円

95億9958万円

22億3596万円

15億2251万円

12億3679万円

個人市民税

固定資産税

法人市民税

都市計画税

その他

個人市民税

固定資産税

法人市民税

都市計画税

その他

　平成21年度全会計の公債費は、110億8135万円で、前年比22.3％

の減ですが、借換債分を除くと3.0％の減となります。13億5790万

円の高金利の公的資金を繰上償還し、低利の銀行等資金に借り換

えを行うことにより、2億6108万円の公債費を軽減するなど、市債

の縮減に努め、将来への負担軽減を図りました。

　その結果、年度末市債残高は前年度比16億8909万円（2.1％）減少

しています。市民１人当たりの年度末市債残高は、55万4589円です。

1,000

800

600

400

200

0
20年度 21年度17年度 18年度 19年度

798億円

74

332

392

926億円

390

82

454

884億円

371

80

433

848億円

354

81

413

815億円

337

78

400

（億円）

(水道事業債)

(特別会計債)

(一般会計債)

　◆市債現在高の推移（年度末）

会　計　名 平成21年度末 22年９月30日現在 増　減

一 般 会 計 391億6221万円 378億2897万円 ▲13億3324万円

特

別

会

計

公共用地先行取得事業 34億2870万円 32億3040万円 ▲1億9830万円

駐 車 場 事 業 14億0506万円 13億2432万円 ▲8074万円

下 水 道 事 業 279億4691万円 270億3267万円 ▲9億1424万円

公設地方卸売市場事業 （平成21年度で公債費の償還が終了）

農業集落排水事業 4億2471万円 4億1807万円 ▲664万円

土浦駅前北地区市街地再開発事業 4320万円 4320万円 －

企業会計(水道事業 ) 74億2667万円 71億4621万円 ▲2億8046万円

計 798億3746万円 770億2384万円 ▲28億1362万円

◆市債の状況

区　　　　分 22年３月31日現在 22年９月30日現在 増　減

土 　 　 地 370万5834.28㎡ 370万8135.28㎡ 2301.00㎡

建 　 　 物 43万8612.31㎡ 43万8612.31㎡ －

山 　 　 林 2万5890.00㎡ 2万5890.00㎡ －

車 　 　 両 337台 334台 ▲3台

有 価 証 券 1146万円 1146万円 －

出 資 に よ る 権 利 4億3663万円 4億3663万円 －

基

金

財 政 調 整 基 金 48億8941万円 48億9309万円 368万円

市 債 管 理 基 金 12億7381万円 12億7504万円 123万円

定 額 運 用 基 金 24億8454万円 24億8665万円 211万円

その他の特定目的基金 64億5779万円 67億2291万円 2億6512万円

債 　 　 権 2413万円 2413万円 －

※平成21年度には、財政調整基金を２億円

活用したほか、公社対策基金により、住

宅公社を解散しました。
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◆平成22年度上半期執行状況（平成22年９月30日現在）

水道事業会計

区　　分 予算現額 収入・支出済額 執行率

収益的収支
収入 35億7868万円 15億1087万円 42.2％

支出 32億8787万円 10億4253万円 31.7％

資本的収支
収入 3億3415万円 3044万円 9.1％

支出 14億6708万円 3億5736万円 24.4％

◎収益的収支…事業の管理・運営に関する収入および支出

　　　　　　　（消費税込み）

◎資本的収支…施設の建設・改良などに関する収入および

　　　　　　　支出（消費税込み）

※資本的収入の支出に対する不足額は、損益勘定留保資金

などで補填します。

【解説】支出が収入を上回っていますが、これは一般会計から

の繰り入れや、市債の借り入れが現時点では処理されてい

ないためです。

51億2117万円(35.6％)
61億7993万円(42.9％)

国民健康保険

介 護 保 険

下 水 道 事 業

後期高齢者医療

そ の 他

収入済額(収入率)
支出済額(支出率)

144億 435万円

73億1977万円

51億8655万円

12億 259万円

20億2848万円

26億 696万円(35.6％)
30億4120万円(41.5％)

11億2212万円(21.6％)
22億 715万円(42.6％)

 4億6294万円(38.5％)
 3億6839万円(30.6％)

    9705万円( 4.8％)
 4億8067万円(23.7％)

※その他の会計…公共用地先行取得事業、駐車場事業、老人保健、公設地方
　卸売市場事業、農業集落排水事業、土浦駅前北地区市街地再開発事業

会 計 名
予算現額

【解説】市債は、事業完了後に借り入れるため、現時点では未

収入です。歳出についても、特別会計の決算状況をみて出

納整理期間（平成23年４月～５月）に繰り出し処理をするた

め、民生費や土木費の支出率が低くなっています。

　いずれの指標も、国が定める財政の早期健全化や再生を

図る基準を下回っており、健全段階となっています。

実質赤字比率…一般会計等の実質的赤字の標準財政規模に対

する割合

◆財政健全化判断比率等

区　　分 土浦市 早期健全化基準 財政再生基準

健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率 ―　 11.90％ 20％

連結実質赤字比率 ―　 16.90％ 40％

実質公債費比率 12.1％ 25％ 35％

将来負担比率 48.5％ 350％

資金不足比率
各会計とも

―　
経営健全化基準

20％

※「―」は、赤字、資金不足が生じていないため、該当がな
いことを表しています。

連結実質赤字比率…特別会計を含む市の全会計の実質的赤字

の標準財政規模に対する割合

実質公債費比率…一般会計などの公債費（借入金の返済額）

に、特別会計の公債費を充てるための繰出金などを加えた

実質的な公債費の標準財政規模に対する割合

将来負担比率…一般会計等の実質的な将来負担額（一般会計

等の借入金残高、特別会計の借入金残高のうちの一般会計

負担見込み、市の全職員が退職すると仮定した場合の退職

手当負担見込み、土地開発公社などの関係団体への一般会

計負担見込みなど）の標準財政規模に対する割合

資金不足比率…市の公営企業において生じている赤字（資金

不足）の事業規模に対する割合。市では、下水道事業特別

会計など５つの会計が対象となります。

※標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な一般財源を示

すもので、市では、280.2億円（平成21年度）です。

◎ 一般会計予算現額：495億6584万円

　●収入済額：231億2359万円（収入率 46.7％）

　●支出済額：195億2969万円（支出率 39.4％）

◎ 特別会計予算現額：301億4174万円

　●収入済額： 94億1024万円（収入率 31.2％）

　●支出済額：122億7734万円（支出率 40.7％）229億2793万円
146億7943万円
     (64.0％)

77億4983万円
23億6233万円(30.5％)

 4億7000万円
 1億6288万円(34.7％)
14億 200万円
 8億6487万円(61.7％)
23億1600万円
19億 955万円(82.5％)
 7億2951万円
 2億6687万円(36.6％)
11億3860万円
 5億5033万円(48.3％)

25億4846万円
 3億8508万円(15.1％)
 5億6361万円
12億6452万円(224.4％)
37億 132万円
 3億 567万円(8.3％)

53億8780万円
         0円(0.0％)

6億3078万円
3億7206万円(59.0％)

市 税

地方譲与税

地方消費税交付金

地方交付税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県 支 出 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

そ の 他

予算現額
収入済額(収入率)歳入

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農林水産業費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費

そ の 他

 3億3678万円
 1億6406万円(48.7％)

50億4560万円
27億4544万円(54.4％)

147億9145万円
 52億3995万円
     (35.4％)35億9177万円

10億9940万円(30.6％)
 8億9380万円
 2億6337万円(29.5％)
 9億4805万円
 5億8614万円(61.8％)

84億1434万円
14億8252万円(17.6％)

19億6955万円
 8億3894万円(42.6％)
55億5825万円
20億8236万円(37.5％)
53億6325万円
24億7532万円(46.2％)
26億5300万円
25億5219万円(96.2％)

予算現額
支出済額(支出率)歳出


